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ユニットの研究目標
「共に協力し、インクルーシブな教育現場を築いていくことのできる教員」を育成する為の指導方略の作成
今年度の目標
関西のインクルーシブ教育の実態、交流相手校の感じている課題点等を調査
⇒「共に協力し、インクルーシブな教育現場を築いていくことのできる教員」を育てるために必要なことを
明らかにする 。

研究①関西（府県）のインクルーシブ教育の実態に関する調査：関西（2府4県）を対象にした文献調査

研究②大阪府内の「交流及び共同学習」の実施状況や課題点に関する調査：大阪府内の教師を対象とした質問紙調査

研究③交流相手校への質問紙調査：本校と「交流及び共同学習」を実施している交流相手校を対象とした質問紙調査

関西（２府４県）の特別支援教育の状況の調査

1) 藤本裕人（2011）特教研B－259 専門研究A 障害のある子ども
の今後の教育についての基礎研究——インクルーシブ教育システムの
構築にむけて――（平成21年度～22年度）研究成果報告書．

2）原田琢也，中村好孝，高橋眞琴，佐藤貴宣，堀家由妃代
（2018）「インクルーシブ教育の到達点ー関西圏の実践から」金城
学院大学論集．

【本調査の結論】
• 多くの教師が協働性や障害理解・人権意識といった知識

技能に関して必要であると考えている
• 指導する教師の観点として障害理解や協働等に多く着目

している
• 同時に教育課程に関わる面や、認知能力の育成といった

観点に対する意識が低い可能性がある
• 教科の学習としては、生活年齢や校種等で差が見られ、

改めて協働的な学びを実施する課題が浮き彫りとなった

今年度の研究では、改めて「交流及び共同
学習」の意義を見出すだけでなく、様々な課
題も明らかになった。
次年度は、本ユニット研究のまとめの年と

して、それらの課題を解決する為の方法を検
討すると同時に、本校高等部が今年度より実
践している大学生との交流活動や、新しい生
活様式に即した充実した交流実践を検討して
いきたいと考える。

交流相手校への質問紙調査
今回調査した学校園の多くが大学附属の学校園

であり、校園内に支援学級が設置されていないた
め、「交流及び共同学習」に取り組む形態として
は、「支援学校との交流」に限られ、人権感覚の
育成を課題に、その必要性が感じられる意見が多
かった。各学校園が本校との交流に求めているも
のについては、「人の多様な在り方を理解し、共
に支えあう意義の醸成」を半数が求めている。

全回答者：156名

回答者の内訳：小学校37名、中学校15名、高等学校14名、
特別支援学校(小)１名、特別支援学校(中)１名、特別支援学
校(高（高等支援学校を含む）)72名

通常学級、特別支援学級（通級等を含む）、特別支援
学校の割合：通常学級16.4%、特別支援学級25.0%、特別支
援学校58.6%。回答者は特別支援に関わる教員が多い。

「交流及び共同学習」推進に対する課題
障害理解に
向けた指導

教育課程上に
位置付けること

双方の学校や
学級間での調整

教員の合意や
理解に向けて

時間や金銭的な課題

小学校段階 21 6 10 17 10

n=37 56.76% 16.22% 27.03% 45.95% 27.03%

中学校段階 17 8 9 15 8

n=30 56.67% 26.67% 30.00% 50.00% 26.67%

高等学校段階 43 8 44 18 18

n=86 50.00% 9.30% 51.16% 20.93% 20.93%

p .71 .06* .02** .002** .69 *P<.10 **P<.05

関西（府県）の学校数・学級数・教室数・児童生徒数の推移


